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重要取組シート 

上下水道局 経営企画室 広域化・公民連携・ICT推進担当    

取組項目 3. 広域化・公民連携の推進 

現状・課題 

取 組 方 針 

・上下水道事業を取り巻く環境は、人口減少による収益の減少、施設の老朽化に伴う更

新需要の増加、地震や集中豪雨などの自然災害の増加等、様々な難しい課題に直面

しており、今後、経営環境はさらに厳しさを増すことが予想される。 

・このような状況の中、上下水道事業を持続可能なものとし、将来にわたって安定的に

経営していくためには、事業の基盤強化が急務となっている。 

・上下水道局では、令和元年度からの4 年間を、「新たなビジョン」「新たな運営形態」

による事業運営開始に向けた構想の検討期間と位置付けており、令和 3 年度からの

2 年間は、広域化・公民連携の取組をより一層推進し、運営形態の適正化を加速化さ

せることで、事業の基盤強化を図る。 

取 組 の 

内  容 

・広域化の取組では、「府域一水道に向けた水道のあり方協議会」（以下「あり方協議

会」）に引き続き参画し、改正水道法に基づく水道基盤強化計画の策定及び広域的連

携等推進協議会の設置、広域化に向けた検討・取組等を協議しつつ、大阪市・大阪広

域水道企業団（以下「企業団」）との連携協定を軸に、周辺事業体との事業の共同化

や情報共有などの水平連携の具体化を検討する。また、下水道事業においても、周辺

事業体との水平連携を検討する。 

・企業団運営協議会の「運営方針等検討部会」において、府域一水道に向けた企業団運

営のあり方、広域連携の推進及び経営戦略の見直しについて協議する。 

・公民連携の取組では、新組織による検討体制を早期に確立し、既存の包括的民間委託

の更新及び新たな公民連携手法の導入に向け、公民連携の導入プロセスを標準化す

るとともに、モニタリング方針を策定する。 
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前期 

（～7月） 

□ あり方協議会における協議（通年） 

□ 周辺事業体との水平連携の具体化の検討（通年） 

□ 企業団運営協議会の「運営方針等検討部会」での協議（通年） 

□ 新組織による公民連携の検討体制の確立（～4月） 

□ 既存の包括的民間委託の現状及び課題の整理（～5 月） 

□ 公民連携の導入プロセスの標準化及びモニタリング方針の検討（～7 月） 

 

中期 

（～11月） 

□ あり方協議会における協議（通年） 

□ 周辺事業体との水平連携の具体化の検討（通年） 

□ 企業団運営協議会の「運営方針等検討部会」での協議（通年） 

□ 既存の包括的民間委託の更新の支援（通年） 

□ 公民連携の導入プロセスの標準化及びモニタリング方針の検討状況のとりまとめ

（～11 月） 
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後期 

（～3月） 

□ あり方協議会における協議（通年） 

□ 周辺事業体との水平連携の具体化の検討（通年） 

□ 企業団運営協議会の「運営方針等検討部会」での協議（通年） 

□ 既存の包括的民間委託の更新の支援（通年） 

□ 公民連携の導入プロセスの手引き等へのとりまとめ及びモニタリング方針の策定

（～3 月） 

次年度 

以降 

（令和4年度） 

□ （6月）管路更新事業の実施方針の公表 

（令和5年度） 

□ （5月）管路更新事業の入札公告 

□ （3月）管路更新事業の契約締結 

 

進
捗
の
状
況 

前期 

（～7月） 

□ あり方協議会 第 1 回ブロック会議での協議（5 月） 

□ 企業団運営協議会「運営方針等検討部会」での協議（7月） 

□ 既存の包括的民間委託の現状及び課題の整理、契約更新の支援（通年） 

 

中期 

（～11月） 

□ あり方協議会 第 2 回ブロック会議での協議（8 月） 

□ あり方協議会一元化専門部会 第11回作業部会での協議（9 月） 

□ あり方協議会一元化専門部会 第9 回専門部会での協議（10月） 

□ 企業団運営協議会「運営方針等検討部会」での協議（8月・11 月） 

□ 既存の包括的民間委託の更新の支援（通年） 

□ 堺市上下水道局 PPP/PFI 導入シートの作成と運用（9月） 

 

後期 

（～3月） 

□ あり方協議会 第 3 回ブロック会議での協議（1 月・2 月） 

□ あり方協議会一元化専門部会 第12回作業部会での協議（3 月） 

□ あり方協議会一元化専門部会 第10回専門部会での協議（3 月） 

□ 周辺事業体へコロナ禍における水道事業の変化に関するアンケートの実施 

（12月） 

□ 企業団運営協議会「運営方針等検討部会」での協議（2月・3月） 

□ 既存の包括的民間委託の更新の支援（通年） 
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